
令和３年度特別交付税決定額〈県分〉

１ 交付状況：全国 17位（前年度 15位）、九州６位（前年度６位）

※端数処理により合計と内訳は一致しない場合がある。

○本県の増減額の大きい項目
          （ ）はＲ２年度比

・離島航路の維持に要する経費【12月分】

７億 77百万円（＋30百万円、＋４％）

離島航路欠損見込額の増加による増

・災害復旧に要する経費【12月分】

１億 40百万円（▲87百万円、▲38％）

災害復旧関係事業費の減 ※３月分については交付額不明

・地方創生推進交付金に要する経費【３月分】

７億 68百万円（＋91百万円、＋13％）

  交付金事業の増加による増

・耐震改修に要する経費【３月分】

97百万円（＋60百万円、＋167％）

  大規模建築物耐震化支援事業費の増加による増

※３月分の項目の金額は本県試算値

３年度 ２年度 増減額 増減率

12月分 1,931 1,998 ▲ 67 ▲ 3.4
3月分 1,653 1,535 118 7.7
合  計 3,584 3,533 51 1.4

149,455 154,499 ▲ 5,044 ▲ 3.3

区　分

長崎県交付額

都道府県総額

（百万円、％）

Ｒ４．３．１８

財 政 課

（内）2173

（直）095-895-2173

担当：吉本、深海



＜参考 全国の主な算定項目＞

・除排雪経費                   724 億円

・原油価格高騰対策                136 億円

・災害関連経費                  536 億円

・地域医療の確保（公立病院等）                1,036 億円

・地域交通の確保（地方バス、離島航路、地域鉄道支援等） 703 億円

２ 日程

○令和４年３月 18日（金）交付決定、閣議報告

○令和４年３月 22日（火）現金交付


